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特許・論文と質問票調査を用いた 

大学教員の産学連携・研究活動の定量的分析 

 
七丈直弘（東京大学大学院･情報学環）, ○大井修一（東京大学大学院・工学系研究科）， 

中島一人（松下電器産業）,  馬場靖憲（東京大学大学院・工学系研究科） 

 
１．はじめに 

 バブル崩壊後の 1990 年以降，「失われた 10 年」へ

の対処として，日本では 国内の経済活動を活性化

させるための手段の一つとして，”大学改革”の施策

が導入された．学術研究が技術進歩と経済成長の促

進において重要な役割を果たすことは昔からよく知

られていることから（Nelson 1959），米国の改革を

手本として日本でも，大学の技術を産業界に移転す

ることを目的する TLO の設立や，国立大学の大学法

人化などのさまざまな大学改革が行われた．以上を

背景として本研究では，日本における大学と産業界

の技術および知識移転の実態を探ること，また，大

学の研究者が関与する発明と特許が，産業界の活動

とどのような関係を有しているかを定量的に把握す

ることを目的とする． 

既存研究として，日本の大学の研究者が商業的活

動に着目するようになった研究（Walsh 2006）や，

東京大学のみに着目して産学連携の効果を確かめた

研究（馬場 2005）などがあるが，包括的に捉えた研

究は少ない．本研究は日本全国の大学教員を対象と

した質問票調査と，ビブリオメトリクス(計量書誌

学)を組み合わせ，一連の大学改革による日本の大学

研究者の研究への取組みの変化と，その結果，研究

パフォーマンスへ与えた影響を明らかにする． 

 

２．データベースの構築 
 研究対象となるのは東京大学先端研・戦略拠点が

2002 年から 2005 年の間に質問票を送付した，全国

の工学系の教授・助教授 1418 名である．送付先の大

学教員は工学系の博士課程を有する大学について，

平成 15 年度文部科学省科学研究費補助金受給額が

多い順に国立大学 10 校，私立大学 5 校で，「化学」

「機械」「材料」「電気・電子」「情報」の 5分野につ

いて研究する助教授，教授を無作為に抽出し，各教

員の論文と特許の取得状況に関するデータベースを

作成する． 

論文においては，米 ISI 社“Web of Science”の

データを使用し，当該教員(質問表の未回答者 704

名を除く)が1992年から2001年の間に発表した論文

を検索，利用する．これらの論文が作成され，投稿

されたのは1991年から2000年までであるとみなし，

教員の在籍期間とマッチさせる．“Web of Science”

は Arts and Humanities Citation Index（人文科学），

Science Citation Index Expanded（自然科学），お

よび Social Sciences Citation Index（社会科学）

へ の Web ア ク セ ス を 提 供 す る も の で あ る

(THOMSON,2005)． 約 9,000 の学術雑誌を検索するこ

とができるため，ビブリオメトリクス分析のデータ

として最もよく使用される． 

 本研究では Science Citation Index Expanded に

おいて，1992～2001 年に発行された論文を対象に検

索を行う．漢字表記でどう読むのかが曖昧な教員に

関しては，研究開発支援総合ディレクトリ(ReaD)を

用いてその教員のローマ字表記を明らかにする． 

また，特許に関しては Patolis 社が提供す

る”Patolis-J”を用いて，当該教員(質問票の未回

答者 704 名を除く)が 1991～2000 年の間に出願人ま

たは発明人として出願された特許を検索する．特許

については出願年を学術論文の投稿年と同じものと

みなし，所属・論文・特許で調査対象の情報を合わ

せる．Patolis はオンラインで特許を検索すること

のできるサービスであり，昭和 58 年以降の特許を収

録している． 

以上のデータから，各教員が在籍期間中の各年に

出願，執筆した特許・論文の数を求める．また，特

許データに関しては出願人に(株) または(有)の文

字が入っている特許を民間企業との共同出願した特

許とみなし，これをカウントする．また論文データ

に関しては共同執筆者に表 1 に含まれる略語が入っ

ていれば民間企業との共著論文とみなし，これらを

カウントする． 

 

なお，本紙においては紙面の関係上示せなかった

が，データベースの構築には研究者の所属の問題，

同姓同名の研究者が存在する問題点等があり，適切

な方法により解決を図った． 

 

３． データベースの分析と仮説抽出 

表１ 民間企業の振り分けに用いた略語一覧 
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3-1 ビブリオメトリクス分析 
ビブリオメトリクスは一般的に，論文数や引用数

といった数量の分析や，直接的な引用関係および専

門用語や被引用文献の共出現関係を基にして，研究

活動の特徴を定量的に示そうとするものである．ピ

アレビューと引用法による評価は整合性があること

が示されている．（Anderson, etal 1978） 

図 1 に大学別の教員一人当たりの特許数の推移を

示す．この図において，東北大学教員のパフォーマ

ンスは他大学と比較して全期間を通して 3 倍程度と

非常に高く，東北大学は充実した施設や大学の支援，

優秀な学生，人材などがあるのではないかと考えら

れる． 

 図 2 に分野別の教員一人当たりの特許数の推移を

示す．これによると材料分野が他分野と比較して全

体を通して 2 倍程度と突出している．材料分野は特

許を出しやすい分野であるようにとれる．しかし， 

図 1 と図 2 のグラフの傾向が非常に似ていることか

ら，東北大学と材料分野に何か関係があるのではな

いかと考えられる． 

図 3は，大学別の分野構成比を示したものである．

これを見ると，東北大学は材料に関する教員が多い．

つまり，図 1，図 2 で示された，東北大学，材料分

野パフォーマンスの高さは，東北大学による影響な

のか，材料分野による影響なのか，両方の影響なの

かを分けることが非常に難しい．よって図 1 のよう

な一人当たりの特許・論文件数だけをみて，一概に

大学のパフォーマンスを図ることはできないと考え

られる． 

また，図 4 に大学別の民間企業との共著を示す．

東北大学の教員に関して，共著の本数が 1996 年以降，

非常に多くなっている．他の大学においても共著論

文の数が増えているように見えるが，東北大学ほど

ではない．特に，国立大学において増加傾向が見ら

れることから，1990 年代からの大学改革により産学

連携が推進されたと考えられる．この増加傾向は本

当に有意なものなのかどうかはグラフからでは読み

取ることはできない． 

ビブリオメトリクス分析だけでは，大学教員の研

究活動を定量的に把握するには限界がある．そこで，

統計解析を用いて仮説を検証する． 

 

3-2 仮説 
 ビブリオメトリクス分析と，日本の産学連携に関

する背景からいくつかの仮説が考えられる． 

1. 大学のパフォーマンスは一人・一年当たり

の特許・論文件数で測ることはできない 

2. 一連の大学改革は私立大学よりも国立大学

の教員の研究活動により大きな影響を与えた 

3. 特許出願と論文発表は補完的な関係にあり，

特許出願や企業との積極的な連携は研究パフォ

ーマンスに正の影響を与えた 

 これらを本研究では統計解析により検証する． 

 

４．統計解析 

4-1 データベースの範囲 
 統計解析を行う前に解析に用いる論文・特許デー

タベースの範囲を設定する． 

 図 5に 10 年の間に教員が発表・出願した論文・特

許の散布図を記す．これを見ると一部の教官だけが

傑出して高いパフォーマンスを上げていることが分

図 4 大学別共著論文の推移 

図 3 大学別分野構成比 

図 2 分野別教員一人当たりの特許数の推移 

図 1 大学別教員一人当たりの特許数の推移
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かる．統計解析において桁外れのサンプルを扱うと，

統計的にそれらの外れ値が結果をゆがめてしまうこ

とがある．そこで本研究では論文・特許において平

均から±4×標準偏差を外れるサンプルを除外する

ことにした．10 年間で論文については 263 本，特許

については 58 件発表または出願した教員を外すこ

とにした．これに該当するのは 6名いた(東京大学 1

名，京都大学 1名，大阪大学 2名，名古屋大学 1名)． 

  
4-2 パネルデータ解析 
 仮説 1: 「大学の研究パフォーマンスは一人・一

年当たりの特許・論文件数で測ることはできない」 

 表 2 に大学・分野の研究パフォーマンスへの効果

推計結果を示す．被説明変数は特許出願数・論文発

表数・論文の被引用数，説明変数は教員が過去に得

てきた知識 (出願特許数累積，発表論文数累積，教

授であるか否かのダミー変数) （Cohen, etal 1990），

大学ダミー変数(東京大学基準)，分野ダミー変数(化

学分野基準)である．Univ14 が東北大学，area3 が材

料分野を示すが，特許においては，これらの係数が

正で有意になることが認められない．つまり，ビブ

リオメトリクス分析では，特許において東北大学や

材料分野が非常に高い研究パフォーマンスを残して

いるように見えるが，東北大学や材料分野には他の

要因(助教授と比較して教授が多く存在する，はずれ

値であるような傑出した研究パフォーマンスをあげ

る教員が存在すること)があると考えられる．すなわ

ち，一人当たりの特許・論文数を大学間で単純に比

較することは必ずしもできないとことが示唆される． 

仮説 2: 「一連の大学改革は私立大学よりも国立

大学の教員の研究活動により大きな影響を与えた」 

表 3 に国立私立別の共願，共著数に見られる制度

改革効果の推計結果(被説明変数:特許共同出願数・

論文共著数，説明変数:特許数・論文数・教授ダミー

変数・産学連携政策の効果を見る 1998 年ダミー変数

（前 0，以降 1）)を示す．共同出願においても共著

活動においても，制度改革が教員の研究パフォーマ

ンスに大きくプラスの影響を与えており，また特に

共著活動において顕著かつ優位なことから（Model3）

国立大学の教官の方が私立大学の教官と比較して，

大学改革により，産学連携等の活動（特に共著活動）

に影響を受けていることが示唆される． 

 

 

図 5. 特許出願・論文発表の散布図 

 

表 2：大学・分野による研究パフォーマンスへ

の効果推計 (***は 0.1％，**は 1％，*は 5％，

+は 10％で有意であることを示す)  

表 3: 国立・私立大学における制度改革効果の

推計 (***は 0.1％，**は 1％，*は 5％，+は 10％

で有意であることを示す)  
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仮説 3: 「特許出願と論文発表は補完的な関係に

あり，特許出願や企業との積極的な連携は研究パフ

ォーマンスに正の影響を与えた」 

表 4に共願，共著が研究パフォーマンスに与える 

影響を(非説明変数:特許数･論文数･論文被引用数，

説明変数:これまで教員が得てきた知識(出願特許数

累積，発表論文数累積，教授ダミー変数)，前後 3

年に共著・共願を出したかどうかのダミー変数)示す． 

特許の共願が行われた年には論文生産性と論文の

科学的インパクトに負の影響を及ぼしていることが

確認できる(Model4,6) 一方で，共著をした翌年に

は特許パフォーマンスが上がっている(Model1)． 

また，共著論文を発表することは，論文の生産性と

いうよりも，論文の科学的インパクトに対してより

強く働いている(Model3,5)． 

表 5 は質問表項目を加えたものである(que1 は連

携の広さ，que3 は連携の深度，que4 は研究者の対外

的なアピール活動の広さを示す．質問表調査によっ

て得た．)．連携の深度が特許出願数・論文発表数・

被引用数に正の影響を与えていることが確認される． 

 なお，表 5 の推計をより深め，本研究の一番の特

徴である質問表調査の各項目(具体的な連携先や連

携方法など)をモデルに加えたところ，国内大企業と

産学連携を行う研究者，論文や特許を通じて産学連

携に至った研究者，寄付金を受け入れている研究者，

の研究パフォーマンスが高くなっていることなどが

確認できた． 

 

４．まとめ 
本研究では，大学改革期における日本の大学教員

の研究実態(特に産学連携への取り組み方) や研究

パフォーマンスの推移，大学や分野など，研究者を

とりまく環境，研究者自身の研究への姿勢などが研

究パフォーマンスに与える効果などを定量的に把握

した． 

具体的には，特許・論文などのデータと質問表調

査のデータを用い，ビブリオメトリクス分析と統計

解析から，「大学のパフォーマンスは一人・一年当た

りの特許・論文件数で測ることはできない」「一連の

大学改革は私立大学よりも国立大学の教員の研究活

動により大きな影響を与えた」「特許出願と論文発表

は補完的な関係にあり，特許出願や企業との積極的

な連携は研究パフォーマンスに正の影響を与えた」

といった仮説を抽出し，検証した． 

また，従来の手法では，論文や特許といったフォ

ーマルな関係しか定量化できなかったが，質問表調

査を加えることで，寄付金の受け入れや有給のコン

サルティングといった，インフォーマルな関係を定

量化することができ，その手法の妥当性を確認した． 
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